資料３

県内の一般事業主行動計画策定・取組状況　　　　　
１　一般事業主行動計画策定届の届出状況　（平成２３年４月末現在）
○　常用労働者101人以上である義務企業の届出率　　　　 ８９．８％
　○　届出企業のうち認定申請の予定がある企業割合　　 　  １１．１％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	
	企業数
	届出数
	届出率

	[image: image4.wmf]企業名

所在地

事業内容

企業規模

１

ニスカ株式会社

 南巨摩郡 

富士川町

製造業

　　７９７人

２

株式会社YSK　e-com

甲府市

情報サービス業

　　　　１６５人

３

東京エレクトロン山梨株式会社

※

韮崎市

製造業

  　１，６５０人

４

東京エレクトロンTS株式会社

韮崎市

製造業

    　  １２７人

５

株式会社ネオシステム

甲府市

情報サービス業

　　　　　８７人

６

株式会社中部

中央市

運輸業、建設業

　　　　　６０人

７

NEW

！！

生活協同組合パルシステム山梨

甲府市

小売業

１７７人

８

NEW

！！

株式会社はくばく

 南巨摩郡 

富士川町

製造業

３２３人

９

NEW

！！

パイオニア・マイクロ・テクノロ

ジー株式会社

甲府市

 

製造業

３２７人

  1,001人以上
	       ９ 　
	　　 　７
	７７．８％

	  501～1,000人    ※
	     １６ 　
	　　 １３
	８１．３％

	  301～　500人
	  　 ３７ 　
	　　 ３４
	９１．９％

	  101～　300人  　    
	　 １９４
	１７６
	９０．７％

	   31～　100人
	―
	　　 ９３
	

	   30人以下
	―
	　 １５４
	

	合　　　計
	
	　 ４７７
	


　 (注)　 ※　義務企業　
２　認定企業
※東京エレクトロンＡＴ株式会社から社名変更
　　　　　●　全国の届出企業数　  ５８，７４４社（平成２３年３月末現在）  
     　　 ●　全国の認定企業数　　　１，０１５社（平成２３年３月末現在）
一般事業主行動計画に定めた目標の内容
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２３年４月末現在　（届出４７７社）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

[image: image1.emf]①子育てを行う労働者等の職業生活と家庭生活との両立を支援するための

　雇用環境の整備（主に育児をしている労働者を対象とする取組）
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妊娠中や出産後の労働者の健康管理や

相談窓口の設置

(産休後における職場復帰のための体制づくり)

子どもの出生時における父親の休暇取得の促進

育児・介護休業法を上回る育児休業制度の実施

育児休業を取得しやすく、職場復帰しやすい

環境の整備

子育ての時間を確保できるようにするための

措置の実施（短時間勤務制度の実施等）

事業所内保育施設の設置及び運営

子育てサービスを利用する際の費用の援助

子どもの看護のための休暇制度の導入

勤務地や担当業務の限定制度の実施

社宅への入居、費用の貸付等の配慮

育児休業や時間外労働・深夜業の制限、

産前産後休業等諸制度の周知

出産や子育てによる退職者についての

再雇用制度の実施

その他

（社）


[image: image2.emf]②働き方の見直しに資する多様な労働条件の整備

　　（育児をしていない労働者も含めて対象とする取組）
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所定外労働削減のための措置の実施

年次有給休暇の取得促進のための措置の実施

（多様な働き方の選択肢を拡大するための制度の導入）

短時間正社員制度の導入・定着

在宅勤務等の場所・時間にとらわれない働き方の導入

職場優先や性別役割分担意識を是正するための

研修等の実施

その他

（社）


[image: image3.emf]③雇用環境の整備以外の次世代育成支援対策

　　（対象を自社の労働者に限定しない取組）
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子育て支援サービスの場の提供

子ども・子育てに関する地域貢献活動の実施

子ども参観日の実施

企業内における家庭教育に関する学習機会の提供

若年者への就業体験機会の提供・トライアル

雇用等を通じた雇入れ、職業訓練の推進

その他

（社）

（注）　一般事業主行動計画においては、複数の目標を掲げることが可能である。
